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要　約

共同研究を行う上で最低限注意しなければならない事項について、弘前・秋田・岩手の３大学の研

究者を対象にアンケート調査を行った。その結果、大学研究者は企業や大学事務担当者に対して要

求するものの、守秘義務のような大学研究者側でも充分に注意しなければならないことについて

は、かなりいい加減な状態であることがわかった。この様な状態が続くことは、企業と大学の信頼

関係を壊すものであり、裁判対策を念頭において対応策を早急にとる必要がある。

Ⅰ　問題の所在

　産学官共同研究が一般化するようになり、それとともに予想外に、良い意味でも悪い意味でも期待

と異なる事態が生じる。それは、研究成果についてだけではなく、研究過程についてもいえる。具

体的には、資金管理問題、予算執行をはじめとする事務処理の問題、研究補助者、守秘義務である。

　まずは、「資金の透明性」についてである。資金使途の透明性は、大学研究者と企業側の双方に

とって重要であろう。これは、大学側が企業からの信頼を得るためにも研究の効率を高めていく上

でも必要である。

　第二に、「資金の量」は、大学研究者にとって重要な問題である一方で、社会貢献の名目で半強制

的に少ない資金で使われているとの感想を持つ大学研究者もいる。

　第三に「事務担当者の事務処理能力」については、契約から資金の使用手続きにいたるまで重要

な存在となる。ところが過去の研究では、企業側からも大学研究者からも、クレームが来ている。

それは、契約の内容の変更に関して全く融通が利かないことや資金の受け入れ手続きの遅延などで

あり、研究そのものを阻害する要因となりうる。

　第四に「研究補助者（学生以外）の存在」は、本来共同研究であれば企業から研究者の派遣があ

り、ともに研究するのが当然であるが、最初と最後のご挨拶だけで研究には一切参加しない企業も

ある。近年では、分担型研究も認められるようになったとはいえ、学生が充分に育っていない段階

で補助者として学生を使うのは双方にとって好ましくない。
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　第五に「守秘義務」は、最低限守らなければならない義務であるが、現実問題としてそれはどれ

だけ実行されているのであろうか。これは、今後の共同研究そのものへの信頼を含め重要な問題で

ある。

　これら５つの問題に関して、大学研究者の視点からどのような意識を持っているのかについてど

のような見解を持つのかを量的調査と、若干の質的調査を行った。調査方法については、綿引

（２００１b）を参照されたい。

Ⅱ資金の使途の透明性

　企業側の立場からすれば、共同研究は効率的な外部資源の活用である。いかに少ないコストで効

果を高めるかが重要な課題であるからこそ、大学との共同研究を行なおうとする。実際、多くの研

究（Ali １９９４、伊東１９９８など）をはじめ、自治体も国家戦略も大学は金と時間のかかる基礎研究を

行い、それをもとに企業が応用すなわち商品化にすることが理想的としている。

　しかし、実際には企業は３ヶ月ほどでの商品化のめどが立つような研究を大学研究者に求めてお

り、商品開発の金銭と時間の節約の道具として大学を見ているようだ。その一方で、大学研究者に

とっては、資金量は重要である。研究の不測の事態のためだけではなく、学内でのステータスも大

きく関わってくるからだ。資金は多いほど良いとする感覚が、大学研究者にある。

　さらに、長年積算校費でその使途に関してもチェックが入らない単年度使い切り予算制度に慣れ

てきた大学研究者は、その費用対効果の考えが乏しくなっている。

　企業との共同研究は契約によって行われるものの、必ずしもその契約内容は、大学の研究者に

とって完全に興味と一致するわけではない。企業から給料をもらっている訳でもなく、時間的にも

資金量でも無理しているのだから、少しは大目に見て欲しいという甘えや、使い込む意図がなくて

も、自分の興味のある方向に研究を進めようとして、契約から外れた資金を流用してしまうことが

ある。中には最初から別の目的に使用した悪質な例も報告されている２。

　それと同時に学校会計制度によって大学の研究者は身動きがとりにくくなっていることも事実で

ある。制度は年々利用者側にとって使いやすく改善されつつあるが、依然として企業が自社内で研

究をするときに支出するようになっていない。そのため、使いやすくするために経費を調整するこ

とがある。

①　全体

　企業との信頼関係によって共同研究は辛うじて成り立っており、資金使途の透明性は、その最た
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２ ２００３年５月あるベンチャーファンドの責任者とのインタビューにより、某私立大学の研究室で流用事件が

あったことが明らかになった。その悪質な使用状況に、裁判を検討したほどであるという。
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る例である。極たまにではあるが、科研費でも資金の使途に関して不正経理の問題がとり立たされ

ることがある。企業にとってはこのような問題は互いの信頼関係を損なう危険を孕むものである。

好意的に解釈すれば、制度上の問題から資金が使いにくい欠点を、会計処理において使いやすくす

る手段として使われることがある。

　現在では共同研究が複数年度にわたる契約が可能になったため、消耗品を買った事にして、翌年

度に資金を持ち越す処理は不要になった。しかし、依然として会計処理と不正支出問題が取り上げ

られることがある。

　経験者と未経験者を単純に比較するとグラフⅡ１のようになる。両者とも「資金の透明性」を重

視する傾向にあるものの、未経験者で「強くそう思う（評価５）」が最頻値である一方で、経験者は

「ややそう思う（評価４）」が最頻値となっている。これは、経験者が資金の使途の透明性が重要で

あることを自覚し始めている傾向にある可能性がある。

　しかし経験の有無の違いは有意確率ｐ＝０.１２であり、統計的に有意であるとはいえず、両者とも

重視する傾向に差がないことが伺える。

　グラフⅡ１

　評価１～３に３０％の回答者がいることは、企業側から見れば大いに不満の残るところがあろう

が、全体として重視する傾向にあるのは、良い事である。

②　大学別

　このような倫理に関するものは、大学間や経験の有無によって差がない、差があってはいけない

と思われるが、どうも現実は違うようである。グラフⅡ２をみると、岩手大学の経験者と弘前大学

の経験者が、「ややそう思う（評価４）」で最頻であり、他は「強くそう思う（評価５）」の傾向が見

られる。 
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　グラフⅡ２

　統計的にみれば、単純な３大学の違いは有意確率ｐ＝０.０９で統計的に違いはないが、経験の有無

で３大学を比較すると、若干話が違ってくる。岩手大学と弘前大学の経験者は、必ずしも最頻値が

５「強くそう思う」にあるわけではなく、評価４の「ややそう思う」に最頻値がある。

　表Ⅱ２

　大学内での経験の有無で比較すると、秋田大学及び岩手大学では、ｐ＜０.８０で、統計的に違いが

ないといえるが、弘前大学の場合はｐ＝０.０５と経験の有無で違いがあるようだ。評価５で未経験者

の方が経験者を大きく上回っており、資金の使途の透明性を重視している。これは、岩手大学と弘

前大学の経験者に見られる違いと同様に、興味深い結果である。これは何に起因しているのであろ

うか？

③　分野別

　先の大学間と同様に、資金の使途の透明性は分野によっても本来は差があってはいけないはずで

あるが、分野によって若干意識の違いがありそうである。グラフⅡ３では、分野ごとにその意識の
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全　　体岩手大学秋田大学弘前大学
未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者
４.１０３.９１３.８３３.８７４.１７４.０６４.１７３.８３平 均
０.０８０.０７０.２１０.１２０.１２０.１３０.１３０.１２標 準 誤 差
４４４４４４４４中 央 値
５４５４５５５４最 頻 値

０.９８１.０４１.１５０.９３０.８９１.０９０.９７１.０８標 準 偏 差
０.９７１.０８１.３２０.８６０.８０１.２００.９４１.１６分 散
０.７２０.６５０.４４１.３８１.３１０.８５０.４００.４４尖 度
－０.９７－０.９４－０.８３－０.９１－１.０２－１.１４－０.９４－０.８７歪 度
１４２２０８３０６０５３６６５９８２標 本 数

０.１２０.８７０.８３０.０５有 意 確 率
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問題についてまとめてみた。

　グラフⅡ３

　これによると、各分野の違いはｐ＝０.０２で統計的に差がある事がいえた。これによると、工学、

農学、複合の各分野で、最頻値が「ややそう思う（評価４）」で、「強くそう思う（評価５）」はその

次の多さで、ほぼ似たような回答分布になっている。理学の場合は、最頻値が評価５にあるものの、

評価５に行くほど増えているわけではなく、中立的な評価３より評価４でやや回答数が減ってい

る。これに比べて極めて特徴的なのは医学であり、「強くそう思う（評価５）」が過半数を超え、こ

の評価に近づくほど一貫してその回答数は増加している。これが本来あるべき姿であろう。

　表Ⅱ３

　以上をまとめてみると、大学間の違いは分野の構成に起因している可能性がある。しかし、重要

なことは、なぜ分野間でこの点に関して違いが生じるかである。本来共同研究を行うための資金は

企業のものであり、たまたま利害が一致することから、大学研究者は研究費を預かるのであって決

して個人の所得ではない。しかし、回答を見る限り分野ごとに差がある。この原因については、今
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複　合医　学農　学工　学理　学

３.８１４.１８３.８７３.８９４.００平 均

０.１５０.１００.１４０.１００.１３標 準 誤 差

４５４４４中 央 値

４５４４５最 頻 値

１.０９１.０９０.９５１.０２０.９０標 準 偏 差

１.１８１.１９０.９０１.０４０.８２分 散

０.０７１.７５０.５１０.７７－１.３５尖 度

－０.７５－１.４７－０.７０－０.９１－０.１９歪 度

５２１０９４７９７４５標 本 数

　分野の経験別はサンプル数の問題から、検定は不可能であった。



回は明らかにできなかったため今後の課題である。少なくとも、共同研究を希望する大学研究者に

は、アカウンタビリティーに関する教育をする必要があるかも知れない。

　しかし、一般論で言うならば、次のようなことが言える。大学事務組織を通じて全ての予算の執

行を行っていると、非常に時間がかかる。これは、購入の請求を出しても事務手続きの遅れ、物品

購入が入札などを通した場合の手続き期間、納入までの時間を考えると、パーソナルコンピュータ

１台ですら１ヶ月もかかることがあった。２ヶ月から３ヶ月以内にある程度の結果を出さなければ

ならない企業にとっては、致命的な問題である。また、こういった手続きをとることにより入札に

よって逆に高い商品を買わざるを得ない事態が起こり、予算の効果的な執行は困難になってしまう。

　こういった事態を回避するために、交通費のように相対的に重要度の低い費用項目で、民間等と

の共同研究制度に最低限必要な金額を大学に納付し、残りの資材は企業から直接持ち込んでいるこ

とが見受けられるようになった。これは企業が研究の速さを獲得するだけではなく、資金の流用を

防止するためにも役立っており、この方式は一般化するであろう。

Ⅲ　資金の量

　ほとんどの産学共同研究に関する文献では、大学の研究者側の動機として資金獲得であるかのよ

うな記述が多い。諸外国では、日本の大学のように毎年確実に入手できる研究費が存在しない、あ

るいはあっても極めて少額の場合がある。このような状況下では、共同研究は資金目的になるのか

も知れない。しかし、今回の調査対象である３つの大学では違うようである。資金は大切である

が、実際には社会貢献など実際には別の要因が大きく関わっていることが明らかになった（綿引

２００２a）。

　資金が全てではないとはいえ、資金がないことには何も始められない。過去の調査において、共

同研究で企業から支払われる研究費は、少ないことが不満の一つにあげられていた（綿引２００２b）。

その不満には、学生などの研究補助者への謝礼が出ないことも上げられている。共同研究は、あく

までも対等の立場で行うべきであり、ボランティアであるべきではない。

①　全体

　共同研究は一方的なボランティアではなく、両者の利害が一致してはじめて成立するものであ

る。したがって、経験の有無に関係なく、似たような回答分布があると予想された。これをまとめ

たのが、グラフⅢ１である。確かに両者とも「やや重視する（評価４）」に最頻値があり、非常に似

通った回答分布であるが、未経験者の方が資金量を重視している傾向にある（有意確率ｐ＝０.００）。
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　グラフⅢ１

　綿引（２００２a）によると、共同研究を行う動機付け要因として、資金量を余り重視していない。む

しろ、議論や情報収集の場としてが２２％、社会貢献が２０％、自分の研究テーマをさらに発展させる

ためが１３％、技術や理論の普及が１１％、データ（症例）の収集が７％、６番目にようやく資金の獲

得と回答したのが６％にしかすぎない。これは調査対象が地方にある大学がゆえに、大型の共同研

究が望めず、資金獲得という側面が過小評価されているのかもしれない。

　共同研究の経験者は、実際には期待ほどの資金が振り込まれるわけではないために、未経験者よ

りもあまり重視しない傾向にある可能性がある。逆に言うと、未経験者の方がやや重視する傾向に

あるのは、ある程度現実を見ていながらも経験者に対してうらやましく思う「隣の芝は青く見える」

現象なのかもしれない。

②　大学別

　前節では、共同研究の経験は有無により資金量を重視する度合いに違いがあることが分かった。

基本的に共同研究につながりやすい分野があることから、その大学の分野構成によって違いが出

る、すなわち大学によってその傾向に違いが出る可能性がある。また、研究する上での機材の値段が

分野によって大きく差がある可能性もある。大学別に資金量に対する評価をグラフⅢ２で表した。
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　グラフⅢ２

　最も特徴的なのは、秋田大学の経験者である。強くそう思うと回答する比率が、他の大学と比べ

て極端に少なく、弘前大学の未経験者が最も強く評価している。

　いずれも大学にしても、経験者と未経験者を比較した場合には、未経験者の方が資金量を強く意

識しており、経験者がやや諦めにも似たような回答分布になっている。

　表Ⅲ２　

　単純な大学間比較によると、その違いはｐ＝０.０２で有意である。これを、さらに各大学ごとの経

験別にまとめたのがグラフⅢ２と表Ⅲ２である。いずれも大学の経験者と未経験者は、中立的な評

価からやや重視する（評価４）に偏る傾向が見られた。資金量最も重視したのが、弘前大学の未経

験者であり評価５が約４０％であるのに対して、秋田大学の経験者は５％未満である。強くそう思う

（評価５）で比較すると、それぞれの傾向がはっきりと表れているのが特徴的である。
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全　　体岩手大学秋田大学弘前大学

未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者

４.０５３.７４３.７３３.６５４.１５３.８３４.１２３.７２平 均

０.０８０.０７０.１７０.１２０.１１０.１３０.１２０.１３標 準 誤 差

４４４４４４４４中 央 値

４４４３４５４４最 頻 値

０.８９１.０６０.９１０.９２０.８２１.０８０.９３１.１６標 準 偏 差

０.８０１.１３０.８２０.８４０.６７１.１６０.８６１.３４分 散

１.８１０.１２１.３３－０.０９２.７２－０.１９２.４３０.３５尖 度

－１.０６－０.６７－０.６１－０.１９－１.１７－０.６５－１.３１－０.９０歪 度

１４２２０８３０６０５３６６５９８２標 本 数

０.０００.６１０.１３０.０３有 意 確 率
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③分野別

　前節において、秋田大学の経験者がきわめて「強くそう思う（評価５）」が少なかったことが特徴

的であった。これはおそらく、分野による違いが明らかにあるようだ。グラフⅢ３を見ると、医学

とそれ以外の分野で明確な違いが出ている。

　グラフⅢ３　

　医学は、資金量が「強くそう思う（評価５）」とする傾向が強く、一貫して多くなっていく。有意

確率ｐ＝０.００で統計的に医学の特殊性が現れている。これに対して、医学以外の分野で「ややそう

思う（評価４）」に最頻値があり、強くそう思うと評価した回答者は最頻値の約半分にしかすぎない。

　表Ⅲ３

　これはどういったことを意味するのだろうか。医学が他の分野に比べて極端に研究費を必要とす

るのだろうか？どの分野であっても、研究内容によって多少の金額の差はあれ、積算校費の中で一

定の金額の中から捻出する訳ではなく、あくまでも企業との共同研究であることを思い出す必要が

ある。企業は共同研究によって製品開発を行うことが目的であり、双方の合意に基づく契約によっ

て企業から見た最低限必要な金額が大学の研究者に渡されているはずである。医学分野に関して

複　合医　学農　学工　学理　学

３.６９４.１３３.７７３.７３３.８０平 均

０.１４０.１００.１２０.１００.１５標 準 誤 差

４４４４４中 央 値

４５４４４最 頻 値

１.０２１.０７０.８１０.９６１.０４標 準 偏 差

１.０４１.１５０.６６０.９３１.０７分 散

０.２５１.６３１.４７０.４４０.７１尖 度

－０.６０－１.３６－０.５５－０.６５－０.８６歪 度

５２１０９４７９７４５標 本 数

　分野の経験別はサンプル数の問題から、検定は不可能であった。
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は、大学の研究者と企業との間には資金の面に関しては、大きなギャップが存在しているようだ。

この疑問に関しては別な検証が必要であり、ここではあくまでも推測にしかすぎない。

　以上のことから、医学部のある弘前大学において経験の有無による差が現れたものと思われる。

また秋田大学の医学部があるものの、共同研究につながりやすい工学系の学部があることから、経

験の有無による差は統計的には有意ではなかったものの、岩手大学と比較してわずかながら違いが

あるようだ。

Ⅳ　事務担当者の処理能力

　共同研究を行うことは、通常の授業、行政に加えて負担である。共同研究が本来の自分の興味と

合致しておれば、さほど大きな負担にならないかのように思えるが、実際には大きな負担になるこ

とが多い。たとえば、企業の熱意に押され、本来の専門とは微妙に異なる内容の研究を行うことも

あるからである。

　その上、当該研究から生じる特許の扱いの問題があるため、綿密な契約書の作成が必要であり、

入金の手続き等の共同研究にいたるまでの事務手続きが煩雑であることが報告されている。

　残念ながら、インタビューを行った当時は、どの大学でも事務担当者での共同研究に関する専門

家がいない。おそらく、弁理士などを大学で常時雇用できるほど余裕のある大学でない限り、どこ

の大学でも似たような状況であろう。その上で、事務担当者は私立大学であっても、国立と同様に

通常２年から３年に一度人事異動で全く関係ない部署に配置換えになるのが普通である。せっかく

覚えた事務処理であっても、最初から処理の方法を覚え直さなければならず、事務処理能力を阻害

している。これが、研究者に大きなストレスを与える原因となっている。現在では、知的財産本部

の設置により、大幅に改善しつつある。

①　全体

　現在では、国立大学のほぼ全ての大学に研究協力係あるいは課が存在している。しかし、現実に

はその部署が共同研究に関わる事務手続きの一切を行うわけではない。契約に関してはこの組織が

行うにしても、予算の執行は部局の会計担当者がその処理を行っている。この会計担当者は、通常

の積算校費の処理の上に全く別物として会計処理をすることになる。管理職であっても、担当部署

の業務全てに通じているとは限らない。

　人事異動の直後にいたっては、その混乱は悲惨なものである。独立行政法人化に伴い事務担当者

の削減により、特定の事務担当者に負担が集中する傾向にあり、この混乱はしばらく続くであろう。

　これが優秀な 事務担当者であれば、問題が生じそうな事案については、前もって書類の書き方に

ついてなどの重要な示唆をくれることがあり、これによって混乱を避けることが可能になるものも

ある。これは学内に関するものだけではなく、企業との交渉段階においてもこの「気の利かせ方」
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は重要である３。

　グラフⅣ１

　この質問に関しては、「どちらともいえない（評価３）」が最も多く、「ややそう思う」「強くそう

思う」に偏り、経験の有無にほとんど関係なく、似たような回答分布で統計的にはｐ＝０.７８で有意

にあると言えなかった。

②　大学別

　これは大学の内部に関する管理の問題となる。大学によって、共同研究に対する雰囲気が大きく

異なると企業の研究者には言われることが多々ある。事務手続きに関して質問してすぐに反応があ

る、あるいは対応の言葉遣いなどに現れる。これは、大学事務担当者の仕事に対するプライドにも

よるようだ。３大学においてはどのような違いがあるのだろうか。

　グラフⅣ２

３ ２００３年に行ったある企業研究者（東証１部：電器）に対するインタビューより。ある高等専門学校と国立大

学で、契約の一部を訂正するのに３ヶ月以上たらい回しに遭い、その企業の研究計画が大きく狂い研究開発

そのものが中止せざるを得ない事態に陥ったと述べている。訂正は不可能であるなら、その旨を最初から

伝えてもらえれば、このような問題は生じなかったと不満を漏らしている。
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　３大学の単純な比較では、有意確率ｐ＝０.３０と大学間による違いがみられなかった。しかしなが

ら、共同研究を支える組織として岩手大学では事務だけではなく INSの存在があり、補助金の申請

や事務手続きのテクニカルな面での自治体や国の関連機関に勤務する人から支援を受けている点で

優位である４。また、INS との協力関係により大学側の人事異動に関係なく、常駐できる人員の提

供があるため、その存在が大きいと思われる。

　表Ⅳ２

　経験の有無で比較してみると、いずれも中立的な評価が最も多いものの、秋田大学の未経験者と

岩手大学の経験者は、評価４で大きく落ち込んだ後、「強くそう思う（評価５）」で再び増加している。

　しかしながら、各大学の中での経験の有無による比較では、有意確率はいずれもｐ＞０.０５であり、

有意にあると言えなかった。

③　分野別

　この質問事項は、基本的には分野に差があってはならない。しかし、共同研究の契約手続きにお

いてその迅速性がその分野の競争優位に大きく影響し、あるいは、研究費の執行において、大きな

金額のもの買うのか、あるいは小さな金額のもの多く買うのか、申し込みから研究成果が得られる

までの時間の違いがある可能性があるために準備した。
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全　　体岩手大学秋田大学弘前大学

未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者

３.５４３.５４３.６７３.６５３.２６３.５５３.７１３.４６平 均

０.０９０.０８０.１８０.１４０.１６０.１４０.１２０.１２標 準 誤 差

３４４４３４４３中 央 値

３３３３３３３３最 頻 値

１.０６１.１１０.９９１.１０１.１６１.１４０.９５１.１０標 準 偏 差

１.１２１.２３０.９９１.２１１.３５１.３００.９０１.２１分 散

－０.３２－０.３４０.２６－０.２２－０.５２－０.３７－０.３４－０.２９尖 度

－０.２２－０.４１－０.３８－０.４３－０.０１－０.４４－０.１４－０.３９歪 度

１４２２０８３０６０５３６６５９８２標 本 数

０.７８０.９５０.１４０.２５有 意 確 率

４ INSは、岩手大学工学部の教員が中心となって、地域への貢献を目的に作った任意団体である。産学官か

ら、それぞれ職場の立場を離れ個人の資格で参加しており、書類の書き方などの指導を間接的に受けられや

すい環境を作り出している。
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　グラフⅣ３

　基本的には、最頻値が「どちらともいえない（評価３）」であり、回答者の分布が全体として「や

やそう思う」に偏る傾向が見られる。これは、おそらく大学職員の人事異動の頻度に起因する問題

であろう。

　表Ⅳ３

　医学と理学で「ややそう思う（評価４）」が減り、再び「強くそう思う（評価５）」で増えている

点で、他の分野と若干異なっている。しかし、分野間の違いは、有意確率（ｐ＝０.９６）でほとんど

差がないことが分かった。

　そもそも、事務に関しては約２年前後に一度の人事異動があり、全く関係ない部署から共同研究

センターへあるいは学部の経理担当に異動がある。これらの部署に配置される事務担当者は、年齢

や経験に関係なく全く新しい業務をしなければならないために、役職に付いていてもその手続きに

関して全くの素人同然の状態で対応することがある。これは、事務担当者の不正防止を目的として
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複　合医　学農　学工　学理　学

３.６３３.５１３.５３３.４９３.６０平 均

０.１３０.１２０.１５０.１００.１７標 準 誤 差

４４３３３中 央 値

３３３３３最 頻 値

０.９５１.２３１.０４１.０１１.１２標 準 偏 差

０.９０１.５１１.０８１.０２１.２５分 散

－０.１７－０.６５－０.０８－０.０６－０.４７尖 度

－０.１９－０.４３－０.２７－０.２６－０.２６歪 度

５２１０９４７９７４５標 本 数

　分野の経験別はサンプル数の問題から、検定は不可能であった。



いるための人事異動５であり、適材適所の人事異動ではない。

　この現象は、企業をはじめとする外部から見た場合には非常に大きな問題である。仕事に慣れる

までの期間で、勢い余った回答や、対応の遅れによる不信を招くからである。さらに大学には対応

のまずさをクレームとして受け付けてくれる場所がない。このために、あまり表に出てきていない

ものの、このような問題が続くと大学としての競争優位が低下することになるだろう。

　残念ながら、このような問題は国立大学の公務員であるがゆえの問題ではなく、私立大学でも似

たような状況にあるという６。基本的に、人事異動のない教員がこれに対処すべきであるという意

見もないわけではないが、それは本来の目的から大きくずれたものであると言わざるを得ない。

Ⅴ　研究補助者（学生以外）の存在

　共同研究は、本来対等の立場に立って行うべきものである。この観点から、当初の民間等との共

同研究制度では企業から大学の研究室へ最低１人以上の研究員の派遣を義務づけていた。現在で

は、大学の研究者が企業に赴き、企業の研究室を使い共同研究ができるようになり、また分担型共

同研究が認められたため、企業からの派遣も義務から外れた。

　この義務が外れるはるか以前から、全国的にみて企業からの研究者派遣はほとんどなかった。文

部科学省の資料によれば派遣される研究者の人数は、民間等との共同研究制度の発足当時を除いて

平均１.１人前後であり、実際にはほとんど大学の中での研究に派遣されていないのが現状である。

　ここで問題なのは、研究の進行管理である。一般に企業側に大きな誤解があるようだが、大学の

研究者は研究を中心に勤務できるわけではなく、授業と学内行政の空き時間にようやく研究できる

ような状態である。土日祝日にようやく研究ができる状況である。特に、連続して実験が必要な場

合においては、教員が単独で行うことはほぼ不可能に近い。このようなとき、学生の実験補助に頼

らざるをえない場合があるが、分野によっては博士課程の学生あるいはポスドクでなければ補助者

になりえない場合もある。学部学生に実験をやらせているようで、実験精度に疑問があるなどのク

レームもあるくらいである（綿引２００１a）。

　次の問題として、研究結果の企業への移転である。研究情報の重要性に関しては、レポートにして

企 業に渡せばそのまま終 了す る と い う わ け に は い か な い。そこには情 報の粘 着 性（von Hippel 1994）

があり、移転の難しさがある。研究内容が、自然科学の法則を見つけ出すことに限定されるのであ

れば、その理論化したレポートを渡せば良いが、商品化を視野に入れた開発まで要求するのであれ
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５ 長岡技術科学大学 ２００２年２月２１日におこなった高橋教授および研究協力課の事務担当者へのインタビュー

より。
６ 早稲田大学知的財産センター２０００年８月７日、立命館大学産官学事業推進室２００２年２月２８日に行ったイン

タビューより。
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ば、情報の粘着性の問題は深刻である。

　また、学生を契約なしで補助者として使うことによる秘密管理の問題も残されている。

　以上の問題から、企業からの研究者派遣は非常に重要な問題である。

①　全体

　共同研究は企業秘密を扱い研究結果の意見を容易にするという観点に立てば、分野や地域に関係

なく重要視されることが予想された。グラフⅤ１では、３大学全体での補助者の重要性についてま

とめた。当然、経験者は深刻な事態を経験しているはずなので、経験者の方が重要視する回答が高

いと予想された。

　グラフⅤ１

　しかし、グラフⅤ１では両者とも、企業からの研究補助者を必要と考える傾向にある。これによ

ると、経験の有無による違いは有意確率ｐ＝０.３１で、ほとんど差がないことが言える。大幅な人員

削減により実際、研究補助者だけではなく本来は技官がやっていたような作業を、大学研究者が行

わなければならないような事態になっているからであろうか。

②　大学別

　大学別で単純な比較すると、有意確率ｐ＝０.９３であり統計的に差があると言えなかった。共同研

究行う場合には、その技術の移転を含めて、企業からの派遣研究者の存在が重要である。

　しかし、企業から研究者派遣できるような企業の場合は大きな企業に限定される傾向にあり、そ

のような大きな企業は都市部に集中している。したがって、都市部からの距離によって派遣される

研究者の人数が異なる可能性がある。さらに、派遣される人員の質にも大学研究者の不満がある

（綿引２００２b）。大学によって、その影響はどのくらいできるのであろうか。経験の有無をもとにし

たものがグラフⅤ２である。
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　グラフⅤ２

　当初の予想では、存在する博士課程があるの究科の分野、さらに学生の人数によって差が出ると

予想された。グラフⅤ２を見ると、秋田大学の未経験者を除いて、最頻値は極めて重要である（評

価５）と回答者が最も多く、若干の違いが見られる。

　表Ⅴ２

　各３大学での経験の有無は、いずれもｐ＞０.０５で統計的に差がないことが言える。しかし、弘前

大学と秋田大学では、有意確率ｐ＞０.７０とほとんど差がないと言えるのに対して、岩手大学に関し

てはｐ＝０.０９であり、有意確率に大きな差があった。この違いが出てくる原因として、やはり分野

による違いが考えられる。

③　分野別

　論文をはじめとする研究業績は、分野ごとによって参加人数が大きく異なる。人文科学系や社会

科系においては、通常の研究は単独で行うのが通常で、発掘などの一部の例外は除いて、多くても

２人あるいは３人までであるのに対して、自然科学系になるともう少し多いのが通例である。自然
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全　　体岩手大学秋田大学弘前大学

未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者

４.０６４.１７３.９７４.３０４.１１４.１４４.０５４.０９平 均

０.０８０.０７０.１６０.０８０.１３０.１１０.１５０.１３標 準 誤 差

４４４４４４４４.５中 央 値

５５５４５５５５最 頻 値

１.０００.９４０.８９０.６２０.９１０.９０１.１３１.１５標 準 偏 差

１.０００.８８０.７９０.３８０.８３０.８１１.２８１.３２分 散

０.７２１.３０－１.０２－０.５９１.２４－０.１２０.７８０.６８尖 度

－０.９９－１.１９－０.２５－０.２９－１.０２－０.８１－１.１６－１.２０歪 度

１４１２０５３０６０５３６５５８８０標 本 数

０.３１０.０９０.８７０.７６有 意 確 率
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科学系の中でも理論を中心の研究者は単独で論文書くのが普通であるが、大掛かりな実験を行う場

合には、場合によっては２０人近くが研究に参加し、論文の著者として名前が登録されていることが

ある。特に過去の研究においては、医学では講座総出で、教授を筆頭に学部生まで含まれ、年に２０

本以上の発表があることがある。その一方で、理学の理論を中心とし研究する分野では、単独で１

年に１本に以上出すのが困難なものさえある。

　したがって、分野ごとで大きな差が出ると予想された。特に企業との共同研究になると、その内

容の問題から、学部生は修士の学生では対応しきれないものがあり、博士課程の学生あるいはポス

ドク以上でないと、実験に参加すること自体が困難な場合がある。このとき、企業から派遣される

研究員の存在が重要な問題となる。

　これは分野ごとにどのように違うのであろうか。分野で比較したものがグラフⅤ３である。

　グラフⅤ３

　グラフを見ると、「そう思わない（評価１と２）」の回答は、いずれの分野でも極端に少なく、医

学と複合で強くそう思う（評価５）と回答したものが最も多く、その他の分野はややそう思う（評

価４）が最頻値である、あるいは「強くそう思う（評価５）」とほぼ同数である。

　表Ⅴ３
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複合医学農学工学理学

４.２０４.２７４.１５４.００３.９１平 均

０.１２０.１００.１２０.０９０.１７標 準 誤 差

４５４４４中 央 値

５５４４５最 頻 値

０.８５１.０２０.８４０.９２１.１２標 準 偏 差

０.７２１.０４０.７１０.８５１.２５分 散

－０.７８２.２６２.８３０.１６０.４１尖 度

－０.６０－１.５９－１.２３－０.７３－０.９７歪 度

５１１０８４６９７４４標 本 数

　分野の経験別はサンプル数の問題から、検定は不可能であった。



　分野ごとの近くでは、グラフ上では若干の差が見られるものの、統計上では有意確率ｐ＝０.０６で

あり統計的に有意ではなかった。この質問に関しても、分野ごとにおける経験の有無によるクロス

パーテーション分析は標本数の問題から出来なかった。

　しかし、分野ごとの比較に比べ３大学の経験未経験での比較を見ると、例えば岩手の経験者の場

合、評価５よりも評価４の方が多く、若干であるが分野ではなく別な要因に起因する大学間での違

いがあるようである。

　いずれにせよ、３大学の研究者は共同研究を進めていく上で、学生以外の研究補助者が重要であ

ると考えている。特に日本の研究方法が、完全分業方法ではなく、前工程および後工程に相互に重

複しあっているような特徴があると言われており（竹内と野中１９８６：１１２）、この特徴は現在も続い

ているとするならば企業は研究補助者を派遣するべきであろう。

Ⅵ　守秘義務に関して

　産学共同研究に限らず、外部組織と共同で何かをするときは、基本的に信頼関係が重要である。

今まで論じてきた資金の透明性や資金量、研究補助者に関しては、相手先すなわち企業への要求で

あった。

　これまでに対して、この項目は企業に対してどれだけ誠実であるかを構成する要素である。他者

に要求するだけではなく、自分がどれだけ企業に対して誠実かを知ることになる。特に、研究開発

の現場を大学に持ち込むのであるから、充分に守秘義務対策をとる必要がある。

　しかし、残念ながらこの対策はほとんど採られていない。まずは、大学の問題として、研究室の

ある建物に一般人でも簡単に入れるといったセキュリティー問題である。原則として、大学の構成

員（教員、事務担当者、学生）以外は、納入業者を除いて入ることは規則上禁止されているが、事

実上は野放しであり、極たまにではあるが研究室で盗難事件が生じている。これに見られるよう

に、立ち入りが野放しで、簡単に研究室に入り込める状態である。

　また、大学研究者あるいは補助者となる学生は、論文を書くことが本分であり、また大学研究者

の場合、授業あるいは他の大学の研究者と研究会で、つい話をしてしまうことがありえる。特に後

者の場合は、企業が最初から何のための共同研究をしているのかを開示してくれないために、どこ

までが秘密にしておくべき内容なのか分からないために起こることもあるようだ。

①全体

　守秘義務対策については、綿引（２０００）で明らかなように、守秘義務対策がとられてない大学と

はしたくないという回答が多く寄せられている。これは、大学外部と秘密を共有する時だけ有効で

はなく、通常の研究においてもある程度は必要な部分である。

　しかし、多くの研究者は自分が他の研究者よりも先駆けて自然法則を発見し、あるいは技術を確

　106



107　

立したい欲求がある一方で、これらの発展のためには討論などを通じて他者の視点を入れたい欲求

もある。通常は紳士協定により、暗黙のうちに守秘義務関係が成立するようであるが、それはあく

までも紳士協定であるために守られない可能性の方が大きい。

　また、この節の冒頭で、大学の研究室におけるセキュリティが非常に甘いことを述べたが、大学

側でその対策をとらない限りにおいては、各研究室単位で研究資料および研究補助者の管理を充分

にしなければならない。

　グラフⅥ１

　グラフⅥ１では、ほとんど似たような回答分布が見られた。対策を全く取っていない（評価１）

とどちらともいえない（評価３）の二つに置いてピークが見られ、対策をとっていると回答したの

は徐々に減少する傾向に見られる。しかし、経験者の方が若干守秘義務対策に対して気を使ってい

るかのように見える。対策をとっていると回答している方にやや多くの回答が見られ、有意確率ｐ

＝０.０１で統計的に有意であった。

　全体として、経験者も見経験者も「対策を採っていない（評価１）」と回答する比率が２０％を越し

ており、守秘義務対策に関しては後ろめたさを感じているようだ。

②　大学別

　この守秘義務に関しては、本来的に分野による違いがあってはならないことを考えると、大学間

でも影響がないと予想された。３大学の単純な比較でみると、有意確率ｐ＝０.４２で予想通り大学間

においては差が見られなかった。グラフⅥ２と表Ⅵ２では、経験の有無による比較を行っている。
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　グラフⅥ２

　このグラフを見てみると、全体として、未経験者は経験者と比較してあまり深刻に感じていない

ようだ。弘前大学の経験者と未経験者の間に大きな違いがみられる。経験者は、未経験者よりもか

なり気を使ってることがみられる（有意確率ｐ＝０.０２）。これは岩手大学でも似たような構造に

なっているが統計的に有意であるとまではいえなかった（ｐ＝０.０６）。

　表Ⅵ２

これによると、弘前大学の研究者で経験の有無により、その違いがはっきり出ている。有意確率ｐ

＝０.０２であり、統計的に有意である。グラフを見る限り岩手大学でも似たような傾向にあるように

思われるが、ここではｐ＝０.０６で統計的に有意であるとまでは言えなかった。その一方で、秋田大

学の場合には０.７１であり、ほとんど差が見られなかった。大学間の違いは、その大学にある分野に

依存する可能性がある。
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全　　体岩手大学秋田大学弘前大学

未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者未経験者経験者

２.６３２.９９２.６７３.２２２.７６２.８１２.５０２.９６平 均

０.１２０.１００.２７０.１７０.２００.１７０.１８０.１６標 準 誤 差

３３３３３３３３中 央 値

３３３３３３３３最 頻 値

１.３２１.３４１.３９１.２９１.３５１.３７１.２７１.３６標 準 偏 差

１.７５１.８０１.９２１.６６１.８３１.８７１.６２１.８５分 散

－０.９４－１.０５－０.９８－０.７６－１.０１－１.２４－０.８１－１.０６尖 度

０.２４－０.１７０.３７－０.３３０.１２－０.１５０.２６－０.０６歪 度

１２０１９５２７５９４５６３４８７３標 本 数

０.０１０.０６０.７１０.０２有 意 確 率
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③　分野別

　本来、分野ごとに守秘義務対策の内容が異なるのは仕方がないものの、対策そのものがとられて

いるかどうかに差があってはいけないはずであるが、グラフⅥ３を見る限りどうやら分野によって

大きく異なるようである。分野ごとに公共性と私的利益との間に異なる感覚があるのだろうか？

　グラフⅥ３

　ここでも、回答者数の問題から分野ごとにおける経験の有無に関するクロスパーテーションによ

る分析はできなかった。しかし、分野ごとによってかなりその意識が異なっていることが分かった

（ｐ＝０.００）。最も対策をとっていると回答したのが多かったのが工学である。いずれの分野も、

評価１から３に関しては同じような分布であるものの、評価用に関しては工学以外の分野では少数

の回答にとどまっている。

　分野ごとにみると基本的には、「人並みに行っている（評価３）」が最頻値となっており、続いて

「対策を全くしていない（評価１）」となっている。多少分野によって差があるものの、基本的には

対策が取られていないことが表れている。

　表Ⅵ３
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複　合医　学農　学工　学理　学
２.５４２.６４２.６５３.２９２.９７平 均
０.１９０.１４０.２２０.１３０.２４標 準 誤 差
３３３３３中 央 値
３３１３３最 頻 値

１.２８１.３５１.４３１.２０１.４４標 準 偏 差
１.６３１.８２２.０４１.４３２.０８分 散
－１.０５－１.０８－１.２０－０.４５－１.１６尖 度
０.１３０.１９０.２４－０.４１－０.０１歪 度
４６９８４３９１３７標 本 数

　分野の経験別はサンプル数の問題から、検定は不可能であった。



　これに関して、工学は研究そのものが商品化につながりやすいという学問的な性格上、研究内容

を秘密のまま保ち続けることは他の分野よりも重要なことのようである。また、複合が守秘義務に

関して、あまり気を使っていないのようである。

　研究を発展させるために部外者との討論も一つの手段となり得る。個人が積算校費の中でのみ研

究を行っていくのであれば、その研究の秘密が外部に知られることになっても、大学研究者個人の

損害で済む話である。中には企業研究者が、大学院生の研究を盗んだ例もあるという。この場合

は、学位の問題もあるため、教育活動への影響が大きく、個人の損害だけでは済まされない。

　しかし、共同研究を行うとなれば、企業の競争優位にまでその損害が及ぶことになる。これは、

機会費用を考えると到底個人が賠償できる金額ではない。これに関しては、早急に大学研究者の意

識の改革と、免責事項に関する契約を交わす必要があるだろう。

Ⅶ　検討

　以上、本来大学や分野によって差があってはならない事項について調査をしてきたが、当初の期

待と大きく異なり、共同研究の経験の有無、大学、分野によって若干差が出ていることが分かった。

以上のことを表Ⅶ－１で表した。

　表Ⅶ－１

　　×は、統計的に有意にあるとはいえなかった。

　資金の透明性に関しては経験によっての差は見られなかったが、大学別では若干の違いが見られ

た。本来であれば、共同研究で提供を受ける資金は企業のものであり、研究者の個人の所得ではな

いにもかかわらず、むしろややそう思うと評価する程度である。特に、弘前大学と岩手大学では、

その傾向が顕著に見られた。一方で分野別に検討しみると、医学分野のみが強く重視する傾向に見

られた。医学以外の分野では、「ややそう思うの（評価４）」に最頻値で、「強くそう思う」のはやや

少ない傾向にある。分野によって大きく差が出た理由は、今後検討すべき課題である。

　資金の透明性に関しては、弘前大と岩手大でやや重視するものの、全体としてやや甘いが見られ

る傾向にあることが分かった。

　次に、資金量について質問してみた。すると、未経験者の方が経験者よりも、強く資金量が重要

であると感じていることがわかった。経験者は、すでに民間企業から充分な資金が得られているわ
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分　野　別大　学　別経験の有無

医学で重視する傾向弘前大と岩手大でやや重視×資金の透明性

医学で重視する傾向弘前大で重視する傾向未経験者が重視する傾向資 金 量
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工学で重視する傾向弘前大で重視する傾向経験者が重視する傾向守 秘 義 務
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けではないことを体験しており、その一方で未経験者は、資金が得られると期待を抱いているよう

だ。実際に、共同研究が比較的多い岩手大学においては経験者と未経験者の差は、ほとんどなく、

未経験者であっても経験者が資金面でどれだけ苦労しているのかを多く見ているからであろう。一

方、最も共同研究件数の少なく、教員一人当たりの共同研究の比率が最も小さい弘前大学では、経

験者が現実に苦労している状態を見る機会がほとんどなく、未経験者が資金に過大な期待をしてい

ることが想像できよう。

　また、分野別では医学が最も重視していることが分かった。この件については、共同研究を行っ

た企業に対して質問してみなければ分からないが、医療機器や医薬品関係の企業は比較的大企業が

多く、また研究そのものに、最低限かかる金額が大きいことが原因かもしれない。一方の工学や農

学といった分野では、零細企業あるいは零細農家から、大企業に至るまでの広い範囲で共同研究す

ることがあり、とくにこの調査を行った対象が、北東北３大学にあることが原因して、非常に小さ

い規模での共同研究が多いことが原因となっている可能性がある。

　事務官の協力と学生以外の補助者に関しては、経験の有無や大学間、分野間では大きな違いは見

られなかった。しかし、個別事例で見ていくと、必ずしもうまくいっていないようである。先の調

査においても、個別の書き込み事例においては、契約時や資金の下に関して事務官の協力を得られ

なかったというクレームが書き込まれていた。また、企業側からのクレームも多々ある。これは、

大学の事務に人事異動が多すぎることに起因しており、専門家を育てる体制が整っていないことに

問題がある。事務官の中には不正防止のために定期的な人事異動は仕方ないとする意見があるが、

外部への発注に関する問題と外部から資金を得る際の問題を混乱させるべきではない。

　学生以外の補助者に関しては、そもそも研究を実施する上で、企業は学生が戦力にならないこと

を充分に承知しているはずである。大学研究者側も研究成果の問題を考えてみれば、原則どおり企

業から研究者派遣して欲しいはずである。特にこの問題は、次の質問項目の守秘義務とも、大きく

関連している。

　経験の有無、大学、分野では、充分に対策をとっていると回答した人数は極端に少なく、「全く対

策を取っていない」あるいは、「人並みにとっている」と回答している人数が非常に多い。

　さらに具体的な対策について聞いてみたところ、それに対する回答は皆無であり、事実上対策を

取っていないと言っても良いかもしれない。その中でも、経験者がやや重視する傾向にあり、理学

部から理工学部へ改組したばかりの弘前大学（民間企業からの転職者が多い）でやや多く、分野別

でみると工学系で重視する傾向にある。

　工学の場合には、その研究そのものが商品になる可能性は充分にあり、企業にとって最も知られ

たくない内容であることを大学研究者を充分に理解している可能性がある。しかしそれ以外の分野

では、むしろ基礎研究的な位置づけが強いために、守秘義務に対する意識が乏しいのかもしれない。

 



Ⅷ　結論

　以上、共同研究に関する注意事項について調べてきたが、資金量に関しては、重視する傾向にあ

ることが分かった。それと同時に、資金の使途透明性ついてもやや気を使うことが分かった。しか

し、肝心の守秘義務に関しては、資金や人員を要求するのとは裏腹に充分な対策をとっていない。

本来この守秘義務に関しては、大学研究者が単独で個別に行うよりも、大学全体で解決しなければ

ならないものである。というのも、研究室に入るためのセキュリティに関しては、大学の施設その

ものの問題である。教員それぞれが個別に対応できる話ではない。大学側で、大学研究者に対して

アカウンタビリティーと守秘義務の教育および、施設の改善を行う必要がある。

　さらに、通常の積算校費から賄われる研究費の延長上で考えていると言えるかもしれない。企業

にとっては、その研究内容は特にその研究の結果が出るまでの間は表に出したくない事項である。

にもかかわらず、対策をとっていないと回答する比率が充分に対策をとっている方が大きく上回っ

ていることは、信義則違反であり大学研究者は充分に注意しなければならない。このような状況が

続く限り、訴訟に巻き込まれ研究者生命に大きく関わるような事態に発展する可能性がある。
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